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第１編 総  論 

第１章 区の責務、計画の位置付け、構成等 

区は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務にかんがみ、国民の保護のための措置を的確か

つ迅速に実施するため、以下のとおり、区の責務を明らかにするとともに、区の国民の保護に関す

る計画の趣旨、構成等について定める。 

 

１  区の責務及び区国民保護計画の位置付け 

(1) 区の責務 

墨田区（区長及びその他の執行機関をいう。以下「区」という。）は、「武力攻撃事態等に

おける国民の保護のための措置に関する法律」（平成１６年法律第１１２号。以下「国民保護

法」という。）により、武力攻撃事態等において、区民等の生命、身体及び財産を保護し、区

民生活や区民経済への影響が最小となるよう、国民の協力を得つつ、他の機関と連携協力し、

自ら国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）を的確かつ迅速に実施し、そ

の区域において関係機関が実施する国民保護措置を総合的に推進する責務を有する。 

 

(2) 区国民保護計画の位置付け 

区は、その責務にかんがみ、国民保護法第３５条の規定に基づき、国民保護法その他の法

令、「国民の保護に関する基本指針」（平成１７年３月２５日閣議決定。以下「基本指針」と

いう。）及び東京都の国民の保護に関する計画（以下「都国民保護計画」という。）を踏まえ、

区の国民の保護に関する計画（以下「区国民保護計画」という。）を作成する。 

 

(3) 区国民保護計画に定める事項 

区国民保護計画においては、その区域に係る国民保護措置の総合的な推進に関する事項、

区が実施する国民保護措置に関する事項等国民保護法第３５条第２項各号に掲げる事項につ

いて定める。 

 

２  計画の構成 

区国民保護計画は、以下の各編により構成する。 

第１編 総論 

第２編 平素からの備えや予防 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

第４編 復旧等 

第５編 大規模テロ等（緊急対処事態）への対処 

 

３  他計画との関連 

   本区における危機管理に関する計画として、「墨田区危機管理基本計画」及び「墨田区地域

防災計画」を策定している。 



第１編 総論 

 - 2 -

   これらの計画と区国民保護計画との関係は、次のとおりである。 

計画の根拠等 想定危機の大分類 
危機管理に関する対象

計画 

災害対策基本法

（昭和３６年法

律第２２３号） 

甚大な自然災害及び特殊災害（大規模

事故） 
墨田区地域防災計画 

国民保護法 武力攻撃・緊急対処事態等 墨田区国民保護計画 

その他 

（各種法令等） 
その他の危機事象 墨田区危機管理基本計画 

   各計画の想定危機の発生原因は異なるものの、その災害の態様及びそれらへの対処には類似

性があると考えられる。 

   区国民保護計画では武力攻撃事態等における特有の事項について定めており、この計画に定

めのない事項については、「墨田区危機管理基本計画」及び「墨田区地域防災計画」の定めの

例により対応する。 

 

４ マニュアル、協定等の整備 

   区国民保護計画は、武力攻撃事態等における国民保護措置に関する大枠を示す指針である。 

   区は、本計画に基づき、具体的な運用のために必要なマニュアル、関係機関との協定等を速

やかに整備する。 

 

５ 計画の見直し、変更手続 

(1) 区国民保護計画の見直し 

区国民保護計画については、今後、国における国民保護措置に係る研究成果や新たなシス

テムの構築、都国民保護計画の見直し、国民保護措置についての訓練の検証結果等を踏まえ、

不断の見直しを行う。 

区国民保護計画の見直しに当たっては、区国民保護協議会の意見を尊重するとともに、広

く関係者の意見を求めるものとする。 

 

(2) 区国民保護計画の変更手続 

区国民保護計画の変更に当たっては、計画作成時と同様、国民保護法第３９条第３項の規

定に基づき、区国民保護協議会に諮問の上、東京都知事（以下「都知事」という。）に協議し、

区議会に報告し、公表するものとする。 

ただし、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成１６

年政令第２７５号。以下「国民保護法施行令」という。）で定める軽微な変更については、区

国民保護協議会への諮問及び都知事への協議は要しない。 
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第２章  国民保護措置に関する基本方針 

区は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するに当たり、特に留意すべき事項について、以下の

とおり、国民保護措置に関する基本方針として定める。 

 

(1) 基本的人権の尊重 

区は、国民保護措置の実施に当たっては、日本国憲法の保障する国民の自由と権利を尊重

することとし、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、その制限は必要最小

限のものに限り、公正かつ適正な手続の下に行う。（＊） 

 

(2) 国民の権利利益の迅速な救済 

区は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申立て又は訴訟その

他の国民の権利利益の救済に係る手続について、できる限り迅速に処理するよう努める。 

 

(3) 国民に対する情報提供 

区は、武力攻撃事態等においては、国民に対し、国民保護措置に関する正確な情報を、適

時に、かつ、適切な方法で提供する。 

 

(4) 関係機関相互の連携協力の確保 

区は、国、都、近隣区市町村並びに関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関と平素か

ら相互の連携体制の整備に努める。 

 

(5) 国民の協力 

区は、国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると認めるときは、国

民に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合において、国民は、その自発的な

意思により、必要な協力をするよう努めるものとする。（＊＊） 

また、区は、東京消防庁（消防署）とともに、消防団及び自主防災組織の充実・活性化、

ボランティアへの支援に努める。 

 

(6) 高齢者、障害者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

区は、国民保護措置の実施に当たっては、高齢者、障害者その他特に配慮を要する者の保

護について留意する。 

また、区は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において適用され

る国際人道法（＊＊＊）の的確な実施を確保する。 

                            
（＊）国民を差別的に取扱い、並びに思想及び良心の自由並びに表現の自由を侵すものであってはならない、と

されている。（国民保護法第５条） 
（＊＊）国民の協力はその自発的な意思にゆだねられるものであって、その要請に当たって強制にわたることがあ

ってはならない。（国民保護法第４条） 
（＊＊＊）「国際的な武力紛争において適用される国際人道法」とは、１９４９年のジュネーヴ諸条約、１９７７年

のジュネーヴ諸条約に対する第一追加議定書等をいう。 
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(7) 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重 

区は、指定公共機関及び指定地方公共機関の国民保護措置の実施方法については、指定公

共機関及び指定地方公共機関が武力攻撃事態等の状況に即して自主的に判断するものである

ことに留意する。 

 

(8) 国民保護措置に従事する者等の安全の確保 

区は、国民保護措置に従事する者の安全の確保に十分に配慮するものとする。 

また、要請に応じて国民保護措置に協力する者に対しては、その内容に応じて安全の確保

に十分に配慮する。 

 

(9) 外国人への国民保護措置の適用 

区は、日本に居住し、又は滞在している外国人についても、基本的人権の尊重に配慮し、

武力攻撃災害から保護するなど、国民保護措置の対象であることに留意する。 
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第３章  関係機関の事務又は業務の大綱等 

区は、国民保護措置の実施に当たり関係機関との円滑な連携を確保できるよう、国民保護法にお

ける区の役割を確認するとともに、関係機関の連絡窓口をあらかじめ把握しておく。 

 

【国民保護措置の全体の仕組み】（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
（＊）区対策本部の役割については、第３編第２章を参照 

 

 

国国民民保保護護にに関関すするる業業務務のの全全体体像像  

国（対策本部） 

●警報の発令 

都（対策本部） 区（対策本部）（＊） 

●警報の区市町村への通知 

避 

難 

●救援 

是正 

●避難の指示 
 （避難経路、交通手段等） 

●その他の救援への協力 

●救援の指示 

指示 

救

援 
・ 食品、生活必需品等 

の給与 
・ 収容施設の供与 
・ 医療の提供  等 

住
 

民
 

（
協 

力
） 

 ●武力攻撃災害の防御 
●消防 
●応急措置の実施 

警戒区域の設定・退避の指示 

●応急措置の実施 
●大規模又は特殊な武力攻撃災害 
（ＮＢＣ攻撃等）への対処 

●武力攻撃災害への対処の指示 
（消防庁長官による消防に関する指示） 

 

総合調整 ●対策本部における

総合調整 
●対策本部における

総合調整 

指示 

●生活関連等施設の安全確保 

武
力
攻
撃
災
害
へ
の 

対
処 

●国民生活の安定 

指 定 公 共 機 関 
指定地方公共機関 

・放送事業者による警報等の放送         ・日本赤十字社による救援への協力 

・運送事業者による住民・物資の運送       ・電気・ガス等の安定的な供給   等 

警戒区域の設定・退避の指示 

●緊急通報の発令 

国 、 都 、 区 、 指 定 （ 地 方 ） 公 共 機 関 等 が 相 互 に 連 携 

●警報の伝達(サイレン等を使用) 

●避難措置の指示 
 （要避難地域、避難先地域等） 

●避難の指示の伝達 

●避難住民の誘導 
（避難実施要領の策定） 
 東京消防庁と協力、警察・
自衛隊等に誘導を要請 

指示 

是正 

総合調整の要請 

●対策本部における

総合調整 
総合調整 

総合調整の要請 

●都との役割分担に基づき救
援の一部を実施 

●安否情報の収集・整理・報
告 

 

●緊急通報の伝達（サイレン等 
を使用） 



第１編 総論 

 - 6 -

  区、都、指定地方行政機関、自衛隊及び指定公共機関・指定地方公共機関は、国民保護に関して、

おおむね次に掲げる事務又は業務を処理する。 

■ 区の事務 

事務又は業務の大綱 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織・体制の整備、訓練 

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、避難住民の誘導、関係機関の調整その他の住民の避難に

関する措置の実施 

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の武力攻撃災害への対

処に関する措置の実施 

８ 生活基盤等の確保、その他の国民生活の安定に関する措置の実施 

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

 

■ 東京都の事務（都国民保護計画より） 

事務又は業務の大綱 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織・体制の整備、訓練 

５ 警報の通知 

６ 住民に対する避難の指示、避難住民の誘導に関する措置、都道府県の区域を越える住民の

避難に関する措置その他の住民の避難に関する措置の実施 

７ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の実施 

８ 武力攻撃災害の防除及び軽減、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の設定、保健衛生

の確保、被災情報の収集その他の武力攻撃災害への対処に関する措置の実施 

９ 生活基盤等の確保、生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の国民生活の安定

に関する措置の実施 

10 交通規制の実施 

11 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

 

■ 指定地方行政機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

東京防衛施設局 
１ 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整 

２ 米軍施設内通行等に関する連絡調整 

関東総合通信局 
１ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整 

２ 電波の監督管理、監視並びに無線の施設の設置及び使用の規律に関すること 
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３ 非常事態における重要通信の確保 

４ 非常通信協議会の指導育成 

関東財務局 

１ 地方公共団体に対する災害融資 

２ 金融機関に対する緊急措置の指示 

３ 普通財産の無償貸付け 

４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会い 

東京税関 輸入物資の通関手続 

関東信越厚生局 救援等に係る情報の収集及び提供 

東京労働局 被災者の雇用対策 

関東農政局 
１ 武力攻撃災害対策用食料及び備蓄物資の確保 

２ 農業関連施設の応急復旧 

関東森林管理局  武力攻撃災害復旧用材（国有林材）の供給 

関東経済産業局 

１ 救援物資の円滑な供給の確保 

２ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 

３ 被災中小企業の振興 

関東東北産業 

保安監督部 

１ 危険物等の保全 

２ 鉱山における災害時の応急対策 

関東地方整備局 

１ 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復旧 

２ 港湾施設の使用に関する連絡調整 

３ 港湾施設の応急復旧 

関東運輸局 
１ 運送事業者への連絡調整 

２ 運送施設及び車両の安全保安 

東京航空局 
１ 飛行場使用に関する連絡調整 

２ 航空機の航行の安全確保 

東京航空交通 

管制部 
航空機の安全確保に係る管制上の措置 

東京管区気象台 気象状況の把握及び情報の提供 

第三管区 

海上保安本部 

１ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 

２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保に係る立入り制限区域の指定等 

４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 

５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その他の武力攻撃災害 

への対処に関する措置 

 

■自衛隊 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊 

東部方面総監部 

海上自衛隊 

横須賀地方隊 

航空自衛隊 

航空総隊 

武力攻撃事態等における国民保護措置の実施及び関係機関が実施する国

民保護措置の支援等（避難住民の誘導、避難住民の救援、武力攻撃災害への

対処、応急復旧など） 
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■ 指定公共機関・指定地方公共機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

災害研究機関 武力攻撃災害に関する指導、助言等 

放送事業者 
警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を含む。）の内容

並びに緊急通報の内容の放送 

運送事業者 
１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 

２ 旅客及び貨物の運送の確保 

電気通信事業者 
１ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置における協力 

２ 通信の確保及び国民保護措置の実施に必要な通信の優先的取扱い 

電気事業者 電気の安定的な供給 

ガス事業者 ガスの安定的な供給 

水道事業者 

水道用水供給事業者 

工業用水道事業者 

水の安定的な供給 

日本郵政公社 郵便の確保 

一般信書便事業者 信書便の確保 

病院その他の医療機関 医療の確保 

河川管理施設、道路、

港湾、空港の管理者 
河川管理施設、道路、港湾及び空港の管理 

日本赤十字社 

１ 医療救護 

２ 外国人の安否調査 

３ 赤十字救援物資の備蓄及び配分 

４ 災害時の血液製剤の供給 

５ その他の救援 

日本銀行 

１ 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節 

２ 銀行その他の金融機関の間で行われる資金決済の円滑の確保を通じた信 

用秩序の維持 
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第４章  区の地理的、社会的特徴 

区は、国民保護措置を適切かつ迅速に実施するため、その地理的、社会的特徴等について確認す

ることとし、以下のとおり、国民保護措置の実施に当たり考慮しておくべき区の地理的、社会的特

徴等について定める。 

 

１  位置地形等 

(1) 位 置 

本区は、東経１３９度４７分１８秒から５０分２８秒、北緯３５度４１分０９秒から４４

分３１秒にわたり東京都の東部に位置し、南北に流れる一級河川の隅田川と荒川にはさまれ

ている。 

面積は、１３．７５平方キロメートルで２３区中１７番目の広さである。 

平成１４年１０月１目現在の東京都総面積２，１８７．０５平方キロメートルに対する割

合では０．６３％、２３区総面積６２１．４５平方キロメートルに対する割合では２．２１％

を占めている。 

また、中央区、台東区、江東区、荒川区、足立区、葛飾区及び江戸川区の７区と接してい

る。 

 

    【留意点】 

     区の区域を越えた避難が想定されることから、周辺区との連携体制を整備する必要がある。 

また、区境は橋梁を利用することが多くなるため、橋梁の安全確保を図る必要がある。 

 

(2) 地 形 

本区は、南北に長く、東端は東墨田三丁目、西端は両国一丁目両国橋中央で、東西の長さ

は４．７７キロメートルである。また、南端は菊川三丁目、北端は墨田五丁目隅田水門で、

南北の長さは６．１２キロメートルとなっている。 

旧利根川水系と荒川水系の河口デルタ地帯に発達したために、土地の起伏がほとんどなく、

南西部から北東部にかけてゆるやかに傾斜し、一般に平坦な低地である。最高地点は吾妻橋

一丁目隅田公園付近でＡＰ（霊岸島量水標零位）４ｍ、最低地点は立花六丁目旧中川ぞい付

近でＡＰ－１．２ｍとなっている。このため隅田川ぞいの一部を除く区の大部分の地域が、

東京湾平均満潮面より低い土地になっている。また、京島、文花、八広、立花及び東墨田の

一部は、いわゆるゼロメートル地帯である。 

 

    【留意点】 

     墨田区内には、荒川、隅田川などの一級河川が南北に流れ、いわゆるゼロメーター地区があ

るので水門破壊に対する防御が課題であり、水門施設等の管理者と連携して警備体制を強化する

必要がある。 
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位置図 
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２  気 候 

本区は温帯気候であり、夏は高温多湿、冬は寒冷少雨である。 

気温は、年平均１６℃で、近年は、区部を中心に「ヒートアイランド化」の影響により、年々

上昇する傾向にある。降水量は、梅雨時期や秋雨・台風の時期を中心に多く、年平均３個の台

風が接近する。 

 

平均気温と降水量
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平均気温と降水量の推移 

 

H17の月別平均気温と降水量
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３  人 口 

本区における人口は、昭和１５年に当時の本所・向島両区を合わせ約４８万人を記録したが、

戦災という異常事態のあった昭和２０年には、約７７，０００人と、ピーク時の１６％にまで

激減した。 

しかし、戦後の復興が進み、景気の回復に伴って再び増勢に転じ、国勢調査でみると昭和２

５年には約２４万人、３０年では約３０万人、３５年では３３１，８４３人となり、戦後にお

ける本区人口の最高を記録している。また、住民登録にみる人口も東京都が１，０００万人を

超えた昭和３８年５月の３２６，２３４人をピークに減少に転じ、国勢調査において昭和４０

年には約３２万人、４５年には約２８万人、５０年には約２５万人、５５年及び６０年には約

２３万人、平成２年には約２２万人、平成７年度には２２万人を割っている。そして、住民基

本台帳と外国人登録人口でみると、昭和５１年８月には２５万人を割り、平成１８年４月１日

現在の住民基本台帳では２２７，２０２人となっている。 

一方、平均世帯人員は、昭和５０年は２．８７人、６０年は２．６５人となり、平成１８年

４月１日現在では２．０２人と減少の一途をたどっている。これは、単身世帯の増加と核家族

化の進行のほか出生率が低下していることも影響しているものと考えられる。 

 

(1) 人口分布及び人口密度 

住民基本台帳による平成１８年４月１日現在の本区の人口密度は、１ヘクタール当たり１

６５人で東京都の５６人、２３区部の１３３人を上回る高密度となっている。 

地域別に見ると東墨田運動場がある東墨田地域の人口密度が２１人/ｈａとひときわ少な

いが、その他の地域では１４０人/ｈａ以上と非常に濃い人口密度となっている。 

 

地域別人口  平成１８年４月１日午前０時現在（住民基本台帳による） 

面積はH12国勢調査より 

年齢階層別人口 地域名称 
（＊） 

面積 
km2 

世帯 0歳 
～4歳 

5歳 
～9歳 

10歳 
～14歳 

15歳 
～64歳 

65歳 
以上 

合計 
人口密度 
人/ha 

墨田･堤通 2.07 13,527 1,038 1,179 1,092 19,111 6,934 29,354 142 

八広 1.41 11,978 1,008 953 918 16,836 5,915 25,630 182 

東墨田 0.78 803 69 44 43 1,096 421 1,673 21 

京島･東向島 1.59 15,282 1,164 1,087 1,013 20,802 7,474 31,540 198 

立花･文花 1.52 13,489 1,174 1,178 1,037 18,948 6,490 28,827 190 

                            
（＊）「墨田区都市計画マスタープラン」に基づく地域区分である。各地域の対象町丁目は、次のとおり。 

墨田･堤通…墨田、堤通２丁目、東向島４・５丁目 
  八広…八広、東向島６丁目 

東墨田…東墨田 
京島･東向島…京島、堤通１丁目、東向島１～３丁目、押上２・３丁目 
立花･文花…立花１～６丁目、文花１～３丁目 
押上･向島…押上１丁目、向島 
業平･吾妻橋…業平、横川、本所、東駒形、吾妻橋 
両国…両国、緑１～３丁目、横網、亀沢１～３丁目、石原１～３丁目 
錦糸…錦糸、緑４丁目、江東橋１～４丁目、亀沢４丁目、石原４丁目、太平 
菊川･立川…菊川、立川、千歳、江東橋５丁目 
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42.7%

57.3%

区内に在住

流入人口

押上･向島 1.02 7,798 509 478 497 10,543 3,117 15,144 148 

業平･吾妻橋 1.73 16,932 1,277 1,248 1,173 23,565 6,603 33,866 196 

両国 1.46 11,676 822 773 765 16,273 3,845 22,478 154 

錦糸 1.40 12,345 830 674 637 15,915 3,696 21,752 155 

菊川･立川 0.82 8,672 696 611 560 12,575 2,496 16,938 207 

計 13.80 112,502 8,587 8,225 7,735 155,664 46,991 227,202 165 

【留意点】 

 人口密度の高い地域が攻撃目標となる事態の発生を想定した避難実施要領のパターンの

作成や訓練等に努める必要がある。 

 

(2) 年齢構成 

年齢３階層別人口構成比は、平成１８年４月１日現在、０～１４歳の幼年人口が１０．８％、

１５～６４歳の生産年齢人口が６８．５％、６５歳以上の高齢者人口が２０．７％となって

いる。ちなみに、昭和６０年の構成比はそれぞれ１７．５％、７１．６％、１０．９％であ

るので、本区の老年人口の占める割合が急速に伸びている。 

 

年齢別人口及び人口割合    平成１８年４月１日午前０時現在（住民基本台帳による） 

 0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～64歳 65歳以上 合 計 備 考 

人 口(人) 8,587 8,225 7,735 155,664 46,991 227,202  

構成割合 3.8% 3.6% 3.4% 68.5% 20.7% 100.0%  

 

【留意点】 

災害要援護者等への避難・支援のあり方に配慮する必要がある。 

 

(3) 昼夜間人口 

本区の昼間人口は、減少傾向を続け、平成２年には２６万７千人となったが、平成７年に

は約２７万人となり、久々に増加に転じた。しかし平成１２年には２５万７千人となり再び

減少に転じている。 

本区から区外へ通学・通勤する者は、平成１２年には３１．５％であり、流出先は中央区、

千代田区、江東区、台東区などの都心周辺各区が多い。 

区外から本区へ通学・通勤する者は、平成１２年には４２．７％であり、江戸川区、江東

区、葛飾区、千葉県、埼玉県など都心から見て外側の区域からの流入が多い。 

（平成１２年国勢調査から） 

                                 

 

 

 

 

 

夜間人口215,865人         昼間人口257,972人 

31.5%

68.5%

区内で従業、

通学、生活

流出人口
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流出人口割合内訳67,951人         流入人口割合内訳110,058人 

 

   【留意点】 

    本区には流出・流入人口が多く、災害時には帰宅困難者が多数生じる可能性があるため、情

報伝達、安否情報の提供システムの整備、食糧等の備蓄に努めるとともに、企業、学校等組織

での対応ができるよう啓発・訓練を行う必要がある。 

 

(4) 外国人人口 

本区には、約８千人が外国人登録をしており、区の人口の３．５％を占めている。中国籍、

韓国･朝鮮籍の人口が多く、外国人人口の７０％近くを占めており、次いでフィリピン籍が多

い。 

外国人  平成 18年６月１日午前０時現在 

国名 世帯数 人口 構成割合 

中国 2,380 3,231 39.8% 

韓国･朝鮮 1,570 2,274 28.0% 

フィリピン 945 1,157 14.2% 

タイ 293 363 4.5% 

バングラデシュ 147 180 2.2% 

米国 78 86 1.1% 

ロシア 70 78 1.0% 

インド 41 76 0.9% 

英国 59 59 0.7% 

その他 548 621 7.6% 

合計 6,131 8,125 100.0% 

 

    【留意点】 

災害時の外国人への警報伝達、避難誘導のあり方や、国際ボランティアの活用のあり方を

配慮する必要がある。 
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４  道路の位置等 

本区における広域幹線道路は、いずれの路線も完成又は既成路線となっており、比較的整備

水準が高くなっている。しかし、補助幹線道路については、本区の南部地域で比較的整備水準

が高くなっているが、北部地域については都市計画道路の密度が低いことに加え未着手なもの

もあり、幹線道路に域内交通が流入したり、生活道路に通過交通が発生するなとの多くの問題

点を抱えている。また、道路・公園等が不足しており、細街路が多い地域となっている。 

さらに､碁盤の目状に高い密度で道路が整備されている南部地域でも、区画が小さいなどの土

地利用上の問題を持っていたり、区画道路がいずれも幅員が狭く、路上駐車などにより、慢性

的な渋滞問題を抱えている。 

幹線道路としては、国の骨格道路である国道の水戸街道（国道６号・放１３）、京葉道路（国

道１４号・放１５）の２路線と、東京都レベルの幹線道路である都道の蔵前橋通り（放１４）

等の９路線がある。また、明治通りの補１１６の部分は、東京の副都心である亀戸地区を抜け、

東京湾岸部と接続していることから非常に交通量が多くなっている。 

墨田区内では、国道（６号、１４号）の慢性的な交通渋滞が発生している。 

本区内を通る首都高速道路は６号線と７号線の２路線であり、６号線は常磐自動車道と東北

自動車道の２つの高規格道路の受口となっており、７号線と合流する両国インターチェンジと

箱崎インターチェンジでの渋滞は慢性的なものとなっている。 

 

   【留意点】 

    区内では、国道（６号、１４号）の慢性的な交通渋滞だけでなく幅員の狭い生活道路でも慢

性的に交通が渋滞し災害時に避難路を確保しにくいため、災害時の交通規制の方針や災害状況

毎の避難経路のシミュレーションが必要である。 

また、主要道路以外にも数種類の避難経路を用意しておく必要がある。 
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道路等の位置図 

 

５  鉄道の位置等 

(1) 鉄 道 

区内にはＪＲ東日本（東日本旅客鉄道（株））、都営地下鉄、東京メトロ（東京地下鉄（株））、

東武鉄道（株）及び京成電鉄（株）の各鉄道路線がそれぞれ通過しており、比較的交通利便

性が高くなっている。また、区の南北を結ぶ交通機関として、地下鉄８号線（有楽町線）及

び１１号線（半蔵門線）の延伸に期待がかけられており、このうち地下鉄１１号線について

は、平成１５年３月１９日に中央区の水天宮前から錦糸町を通って押上まで延伸され、さら

に東武線との乗り入れが開始された。 

ＪＲ錦糸町駅周辺は、区内最大の交通結節拠点（乗降客数、バス発着数）となっている。 

また、錦糸町、両国駅等の駅周辺は、商業・業務・文化などの都市機能の高い集積地とな

っている。 
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   駅別乗降客数 

乗 車 人 員 降 車 人 員 
駅      名 

平成 16年度 １日平均 平成16年度 １日平均 

ＪＲ東日本 
両   国 

錦 糸 町 

14,070,020 

32,588,295 

38,548 

89,283 

14,070,020 

32,588,295 

38,548 

89,283 

東 武 

業 平 橋 

曳   舟 

東 向 島 

鐘 ケ 淵 

小 村 井 

東 あ ず ま 

1,243,152 

3,340,562 

2,714,237 

2,389,628 

1,618,493 

1,290,565 

3,406 

9,152 

7,436 

6,547 

4,434 

3,536 

1,380,782 

3,312,025 

2,665,865 

2,414,242 

1,586,986 

1,238,204 

3,783 

9,074 

7,303 

6,615 

4,347 

3,393 

京 成 

押   上 

曳   舟 

八   広 

6,811,937 

3,296,443 

1,543,103 

18,663 

9,031 

4,228 

6,904,634 

3,157,350 

1,554,307 

18,917 

8,650 

4,258 

都営地下鉄 

本所吾妻橋 

押   上 

菊   川 

両   国 

2,748,492 

7,260,210 

3,783,972 

3,981,791 

7,530 

19,891 

10,367 

10,909 

2,692,646 

6,930,565 

3,845,426 

3,774,625 

7,377 

18,988 

10,535 

10,341 

東京メトロ 
錦 糸 町 

押   上 

9,338,525 

7,009,825 

25,585 

19,205 

9,504,235 

6,998,145 

26,039 

19,173 

 

    【留意点】 

     不特定多数の者を対象とした事態の発生を想定したマニュアルの整備、訓練等を通じて、

各駅、消防署等関係機関と連携を深める必要がある。 

     また、避難時における鉄道使用のあり方等について、鉄道事業者と協議しておく必要があ

る。 
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東武亀戸線

都営浅草線
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営

大
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線

総武本線

都営新宿線

貨
物

専
用

線

総武線

総
武
本
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蔵前

凡　例

ＪＲ東日本

私　　　鉄

都営地下鉄

東京メトロ

墨田区

台東区

荒川区

足立区

中央区

江東区

葛飾区

江戸川区

 

鉄道等の位置図 

 

(2) バ ス 

バスは、都バス２７系統、京成タウンバス１系統が区内を縦横に結んでいるが、北部地区

と南部地区を直接結ぶ路線が少ないことが指摘されている。 

 

    【留意点】 

     避難時におけるバス使用のあり方等について、バス事業者と協議しておく必要がある。 

 

  ６ ヘリポート 

    東京都国民保護計画では都内に２０６箇所の災害時臨時離着陸場候補地を指定している。そ

のうち、墨田区内の候補地は区立新平井橋公園の１箇所であり、極端に少ない状況（都の平均

は１区市町村当たり３．３箇所）である。 

 

   【留意点】 
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災害時の空路による避難・救出については多くは期待できないことから、平素から隣接する

他区との連携体制の整備を図るほか、災害時臨時離着陸場候補地となるヘリポートの増設等に

ついても検討する必要がある。 

 

  ７ 木造住宅密集地域 

東京都は、木造住宅が密集する地域で震災時に甚大な被害が想定される地域を防災生活圏の 

整備区域に指定している（２７地域、約６，５００ｈａ）。本区では５１４ｈａがその対象で、

都全体の約８％を占めている。このように本区には、木造密集市街地が多く存在し、火災に対し

て脆弱な都市構造となっている。 

 

防災生活圏の整備地域（面積順上位３地域） 

 地域名称 面積（ha） 

１ 林試の森周辺・荏原地域 約 1,022 

２ 荒川地域 約  573 

３ 墨田区北部・亀戸地域 約  514 

 

【留意点】 

火災対策が重要であり、住民への啓発のほか、不燃化を促進する区の「防災区画計画」を積極

的に推進する必要がある。 

 

  ８ 大規模集客施設及び大規模イベント 

        本区には、国技館、江戸東京博物館などの大規模集客施設や、隅田川花火大会、すみだまつ

り・こどもまつり、墨堤さくらまつりなどの大規模イベントがあり、区民のみならず他区市町

村から多くの人々が訪れる。 

今後、新タワーの建設に伴い、大規模集客施設及び大規模イベントの増加が想定される。 

 

    【留意点】 

     大規模集客施設・イベント、特に、新タワーが攻撃目標となる事態の発生を想定したマニュ

アルの整備、訓練等を通じて、関係機関との連携体制を整備する必要がある。 

 

９ 消 防 

特別区の存する区域の消防行政は、都が一体的に管理している。 

現在、本区を担当する消防機関として、東京消防庁第七消防方面本部、本所消防署、向島消

防署、本所消防団及び向島消防団がある。 

 

【留意点】 

 本区の国民保護措置を実施するに当たっては、消防行政との連携を密にしなければならない。

特に、消防団には警報の伝達、避難住民の誘導など大きな役割を担うことが期待されることか

ら、東京消防庁（消防署）との連携体制を構築しておく必要がある。 
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第５章  区国民保護計画が対象とする事態 

区国民保護計画においては、以下のとおり都国民保護計画において想定されている武力攻撃事態

４類型及び緊急対処事態４類型を対象とする。また、それぞれの類型において、ＮＢＣ兵器等を用

いた攻撃が行われる可能性があることも考慮する。 

＊Ｎ：核（物質）Nuclear Ｂ：生物剤Biological Ｃ：化学剤Chemical 

 

１  武力攻撃事態 

区国民保護計画においては、武力攻撃事態(*)として、都国民保護計画において想定されてい

る以下に掲げる４類型を対象とする。 

 

事態類型 特    徴 

１ 着上陸侵攻 

・ 多数の船舶等を

もって沿岸部に直

接上陸して、我が

国の国土を占領す

る攻撃 

≪攻撃目標となりやすい地域≫ 

○ 船舶により上陸を行う場合は、上陸用の小型船舶等が接岸容易な地形を有す

る沿岸部が当初の侵攻目標となりやすいと考えられる。 

○ 航空機により侵攻部隊を投入する場合には、大型の輸送機が離着陸可能な空

港が存在する地域が目標となる可能性が高く、当該空港が上陸用の小型船舶等

の接岸容易な地域と近接している場合には特に目標となりやすいと考えられ

る。なお、着上陸侵攻の場合、それに先立ち航空機や弾道ミサイルによる攻撃

が実施される可能性が高いと考えられる。 

≪想定される主な被害≫ 

○ 主として、爆弾、砲弾等による家屋、施設等の破壊、火災等が考えられ、石

油コンビナートなど、攻撃目標となる施設の種類によっては、二次被害の発生

が想定される。 

≪被害の範囲・期間≫ 

○ 一般的に国民保護措置を実施すべき地域が広範囲になるとともに、その期間

も比較的長期に及ぶことが予想される。 

≪事態の予測・察知≫ 

○ 攻撃国の船舶、戦闘機の集結の状況、進行方向等から、事前予測が可能であ

る。 

≪本区において想定される事態≫ 

○ 荒川、隅田川等の河川沿いは、東京湾を経由した着上陸が地形的に可能と思

われる。このため、河川沿いからの侵入や占拠が想定される。 

                            
(*)武力攻撃事態とは、我が国に対する外部からの武力攻撃が発生した事態、又は武力攻撃が発生する明白な危険

が切迫していると認められる事態をいう。 
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２ ゲリラや特殊部

隊による攻撃 

・ 比較的少数の特

殊部隊等を潜入さ

せ、重要施設への

襲撃や要人の暗殺

等を実施する攻撃 

≪攻撃目標となりやすい地域≫ 

○ 都市部の政治経済の中枢、鉄道、橋りょう、ダム、原子力関連施設などに対

する注意が必要である。 

≪想定される主な被害≫ 

○ 少人数のグループにより行われ、使用可能な武器も限定されることから、主

な被害は施設の破壊等が考えられる。 

≪被害の範囲・期間≫ 

○ 被害の範囲は比較的狭い範囲に限定されるのが一般的であるが、攻撃目標と

なる施設の種類によっては、二次被害の発生も想定される。 

≪事態の予測・察知≫ 

○ 警察、自衛隊等による監視活動等により、その兆候の早期発見に努めること

となるが、事前にその活動を予測あるいは察知できず、突発的に被害が生ずる

ことも考えられる。 

≪本区において想定される事態≫ 

○ 行政施設、大規模集客施設、危険物貯蔵所等への破壊工作が想定される。 

○ この場合、侵入経路としては本区への直接的な侵入に限らず、近隣地域に侵

入後、本区への攻撃も想定される。 

３ 弾道ミサイル攻

撃 

・ 弾道ミサイルを

使用して我が国を

直接打撃する攻撃 

≪攻撃目標となりやすい地域≫ 

○ 発射の兆候を事前に察知した場合でも、発射された段階で攻撃目標を特定す

ることは極めて困難である。 

≪想定される主な被害≫ 

○ 通常弾頭の場合にはＮＢＣ弾頭の場合と比較して被害は局限され家屋施設等

の破壊、火災等が考えられる。 

≪被害の範囲・期間≫ 

○ 弾頭の種類（通常弾頭又はＮＢＣ弾頭）により、被害の様相が大きく異なる。

ただし、着弾前に弾頭の種類を特定することは困難である。 

≪事態の予測・察知≫ 

○ 発射後、極めて短時間で我が国に着弾することが予想される。 

≪本区において想定される事態≫ 

○ 行政施設、大規模集客施設、危険物貯蔵施設等への攻撃が想定される。 

４ 航空攻撃 

・ 爆撃機及び戦闘

機等で我が国領空

に侵入し、爆弾等

を投下する攻撃 

≪攻撃目標となりやすい地域≫ 

○ 航空攻撃を行う側の意図及び弾薬の種類等により異なるが、その威力を最大

限に発揮することを敵国が意図すれば、都市部が主要な目標となることも想定

される。また、ライフラインのインフラ施設が目標となることもあり得る。 

≪想定される主な被害≫ 

○ 通常弾頭の場合には、家屋、施設等の破壊、火災等が考えられる。 

≪被害の範囲・期間≫ 

○ 航空攻撃はその意図が達成されるまで繰り返し行われることも考えられる。 

≪事態の予測・察知≫ 

○ 弾道ミサイル攻撃の場合に比べその兆候を察知することは比較的容易である

が、対応の時間が少なく、また攻撃目標を特定することが困難である。 

≪本区において想定される事態≫ 

○ 従来の爆撃機による航空攻撃ではなく、航空機からのミサイル攻撃を想定す

ると、弾道ミサイルと同様の事態が考えられる。 
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２  緊急対処事態 

区国民保護計画においては、緊急対処事態(*)として、都国民保護計画において想定されてい

る以下に掲げる４類型を対象とする。  

 

事態類型 特    徴 

１ 危険物質を有す

る施設への攻撃 

○ 原子力事業所等の破壊が行われた場合、大量の放射性物質等が放出され、周

辺住民が被ばくするとともに、汚染された飲食物を摂取した住民が被ばくす

る。（都内には原子力事業所等は存在しない。） 

○ 石油コンビナート及び可燃性ガス貯蔵施設等が爆破された場合、爆発及び火

災の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、ライフライン等が被

災し、社会経済活動に支障が生ずる。 

（都内には石油コンビナートは存在しない。） 

○ 危険物積載船への攻撃が行われた場合、危険物の拡散による沿岸住民への被

害が発生するとともに、港湾及び航路の閉塞、海洋資源の汚染等社会経済活

動に支障が生ずる。 

○ ダムの破壊が行われた場合、下流に及ぼす被害（水害）は多大なものとなる。 

≪本区において想定される事態≫ 

○ 石油や毒物・劇物等を取り扱う施設への攻撃が想定される。 

２ 大規模集客施設

等への攻撃 

○ 大規模集客施設(**)や列車等の爆破が行われた場合、爆破による人的被害が

発生し、施設が崩壊した場合には人的被害は多大なものとなる。 

≪本区において想定される事態≫ 

○ ターミナル駅、商業施設、文化・スポーツ施設、観光施設等の大規模集客施

設や、行政施設等不特定多数の者が集まる施設への攻撃が想定される。 

○ 新タワー及びそれに付随する大規模集客施設等への攻撃が想定される。 

３ 大量殺傷物質に

よる攻撃 

○３の「ＮＢＣを使用した攻撃」と同様の被害を発生させる。 

≪本区において想定される事態≫ 

○ ターミナル駅、商業施設、文化・スポーツ施設、観光施設等の大規模集客施

設へのＮＢＣ攻撃が想定される。 

４ 交通機関を破壊

手段とした攻撃 

 

○ 航空機等による自爆テロが行われた場合、主な被害は施設の破壊に伴う人的

被害であり、施設の規模によって被害の大きさが変わる。 

○ 攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺にも大きな被害が発生するおそれが 

ある。 

○ 爆発、火災等の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、ライフラ

イン等が被災し、社会経済活動にも支障が生ずる。 

≪本区において想定される事態≫ 

○ ターミナル駅、商業施設、文化・スポーツ施設、観光施設等の大規模集客施

設、行政施設、大規模イベントへの攻撃が想定される。 

○ 新タワー及びそれに付随する大規模集客施設、大規模イベントへの攻撃が想

定される。 

 

 

                            
(*) 緊急対処事態とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて、多数の人を殺傷する行為が発生した事態又は発

生する明白な危険が切迫していると認められる事態で、国家として緊急に対処することが必要なものをいう。 
(**) ターミナル駅、大規模な商業施設、文化・スポーツ施設など不特定多数の人々が集まる施設 
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共通する特徴 

   ① 非国家組織等による攻撃 

   ② 突発的な事案発生 

   ③ 発生当初は事故との判別が困難 

   ④ 不特定多数の住民等が日常利用している場所（列車、地下鉄、劇場等）で発生する可

能性が高い。 

 

３  ＮＢＣを使用した攻撃 

武力攻撃事態、緊急対処事態の各類型において、ＮＢＣ攻撃（核、生物剤又は化学剤を用い

た兵器等による攻撃をいう。）が行われることも考慮する。 

 

事態類型 特    徴 

■ 核兵器 ○ 核兵器を用いた攻撃による被害は、当初は主に核爆発に伴う熱線、爆風及び

初期核放射線によって、その後は放射性降下物（灰等）や初期核放射線を吸

収した建築物や土壌から発する放射によって生ずる。 

○ ダーティボムは、爆薬と放射性物質を組み合わせたもので、核兵器に比して

小規模ではあるが、爆薬による爆発の被害と放射能による被害をもたらす。 

○ 放射性物質又は放射線の存在は五感では感知できない。 

○ 原因となる放射性物質や放射線種の特定が困難である。 

■ 生物兵器 ○ 人に知られることなく散布することが可能である。 

○ 生物兵器が使用されたと判明したときには、感染者が移動することにより、

二次的な感染を引き起こし、広範囲に多数の感染者が発生する恐れがある。 

○ 生物兵器としては、一般的に、天然痘、炭疽菌、ペスト等があげられている。 

■ 化学兵器 ○ 急性症状を有する死傷者が発生するが、原因物質の特定は困難である。 

○ 建物屋内や交通機関内部など閉鎖的な空間で発生した場合、多数の死傷者が

発生する可能性がある。 

○ 地形・気象等の影響を受けて、風下方向に拡散し、空気より重いサリン等の

神経剤は地をはうように広がる。 

○ 特有のにおいがあるもの、無臭のもの等、その性質は化学剤の種類によって

異なる。 

○ 化学兵器としては、一般的に、サリン、ＶＸガス、マスタードガス、イペリ

ット等があげられている。 

 

 

 

 


